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◆三菱UFJ国際投信株式会社（以下、当社）では、お客さま本位の取り組みの徹底を図るため、
グループ共通の指針となる「MUFGフィデューシャリー・デューティー基本方針」（以下、MUFG基本
方針）に基づき、当社としての「取組内容」を策定・公表しております。

◆ MUFG基本方針および当社「取組内容」の下、お客さま本位の姿勢で商品・サービスのさらなる
向上に取り組み、その取組状況を定期的に公表しております。

◆当資料では、当社「取組内容」および2022年度の取組状況や具体的な指標（KPI）・取組事例を
併せて取り纏めております。当社「取組内容」と、それらに基づく取組状況は以下の通りです。

※「取組内容」の項番「1～5、7～9」は「MUFGフィデューシャリー・デューティー基本方針」の各項目「1.～9.」に対応しています。

※「取組内容」横に記載のスタンプ は、金融庁公表の「顧客本位の業務運営に関する原則」（2021年1月改訂）
との対応関係を示しています。

お客さま本位の取り組み

【原則●】

https://www.mufg.jp/profile/governance/fd/index.html
https://www.fsa.go.jp/news/r2/singi/20210115-1/02.pdf
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• 商品・サービスの更なる向上に向けた取り組みの進捗状況や、社員研修
によるお客さま本位の姿勢の定着度合いなどをモニタリングするため、
フィデューシャリー・デューティー推進委員会（以下、FD推進員会）を
定期的に開催しています。

• FD推進委員会の傘下に、お客さまにご納得いただける投資成果の提供を
目指して、社内における取り組みの状況について包括的にモニタリングを行う
「プロダクトガバナンス・サブコミッティ」を新設。社外取締役も参加し、
外部目線も取り入れたモニタリング結果等をFD推進委員会に報告します。

• 「プロダクトガバナンス・サブコミッティ」の新設に伴い、外部の有識者から当社の
取り組みなどについて助言を受ける「アドバイザリー・コミッティ」 は解消しました。

取組内容 1. お客さま本位の徹底

（1）当社が果たすべきフィデューシャリー・デューティー(FD)を常に探求していく不断の取り組みこそが、“投資信託を通じて「あなた」と「社会」をつなぎ、より良い
未来に貢献する”ことに繋がるとの考えから、FDを当社役職員に求められる思考様式・行動様式として位置づけ、全役職員でこれに取り組んでいます。

（2）社会における当社の存在意義を踏まえた経営ビジョンを制定し、同経営ビジョンを実践するための行動指針として「ブランドステートメント」を策定、
公表しています。

（3）外部の意見等を取り入れる態勢を整備し、お客さまの目線からの見方・声を業務の運営や改善に反映しています。

取組状況

お客さま本位の実現に向けた組織体制

経営会議

取締役会

FD推進委員会

アドバイザリー・コミッティ

2022年9月発展的解消2022年7月新設

報告

【図１】 運用資産残高（兆円）

• 運用資産残高は、投資信託残高および
投資顧問契約残高の合計です

ポイント

「貯蓄から資産形成へ」の流れの高まりによる資金
純流入に加え、堅調な市場動向を受けた株式等の
時価評価額の上昇により、当社の運用資産残高は
2022年3月末比で約3.5兆円増加しています

取組内容 1. お客さま本位の徹底 【原則2・7】

報告
プロダクトガバナンス・サブコミッティ
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https://www.am.mufg.jp/corp/profile/vision.html
https://www.am.mufg.jp/corp/profile/statement.html
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取組状況

プロダクトガバナンス・ポリシーの策定／公表（2023年1月）

現在および将来、当社の投資信託を保有いただく
お客さまのニーズに沿った最適な商品の組成・提供
を目指します

• 提供価値（ファンドの目的・特色）の明確化

商品性

お客さまにご負担いただくコストに見合うリターンを
確保できているかモニタリングすることにより、投資
信託を通じた提供価値の維持を目指します

• 信託報酬（運用管理費用）等控除後の
運用成果のモニタリングを徹底

• 運用成果の追求に向けた取組みの徹底

• ファンドの目的・特色が十分提供できていない
場合、適時適切に対応

運用管理

お客さまの投資判断に必要な情報をご理解
いただきやすく提供することを目指します

• 正確な情報をわかりやすく提供

• 様々な手段・方法で、タイムリーに情報を提供

開示

• 当社では、プロダクトガバナンス（投資信託ごとの品質管理）を進めるにあたり、2023年1月にその取組方針として「プロダクトガバナンス・ポリシー」を
制定しました。

• 「プロダクトガバナンス・ポリシー」は、プロダクトガバナンスにおいて、お客さまの目線を重視する考え方のもとで、より大切にしていること、重視していることを
「商品性」「運用管理」「開示」の 3 つの側面ごとに取り纏めたものです。

• ファンドの組成時に、ファンドの目的・特色等の明確化のために、お客さま
の目線を更に意識した検討・確認項目を追加しました。

•投資判断プロセスにおいてESG要素を主要とし、環境や社会の課題解決・
改善に寄与する企業等への投資を行い、お客さまの資産形成及び持続
可能な社会の実現に貢献するファンドを「サステナブル・ファンド」と定義しました。

• ファンドのパフォーマンス評価／モニタリング機能の強化に向けて、お客さま
の目線で行い、更なる改善が望まれるファンドの抽出と、その後のフォロー
アップを全社的に行う「ファンド管理委員会」を新設しました（2022年8月）

•運用成果の追求、運用力の更なる強化に向けて、運用担当部門内に
おける横断的な取り組みを加速するべく、長期視点での経済・市場動向
分析の強化や、担当資産を越えたファンドマネジャー間の意見交換・
議論する機会の充実化を図っています。

•経営ビジョン実現に向けた取り組みと資産運用会社としての取り組みを
報告する「サステナビリティレポート 2022」を公表しました（2022年12月）

•投資信託における費用開示について一層の透明化が求められるなか、
業界に先駆け、一部ファンドの目論見書への「総経費率」掲載を開始
しました（2023年1月）

2022年度における主な取り組み

取組内容 1. お客さま本位の徹底
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（1）お客さまの投資目的およびリスク許容度などに加え、市場動向を的確にとらえた商品の開発に努め、販売会社等を通じて提供しています。

取組内容 2. お客さまのニーズをとらえた商品の開発・提供

取組内容 2. お客さまのニーズをとらえた商品の開発・提供 【原則2・6】

取組状況

• 当社は、お客さまの多様化する資産運用ニーズに応えるため、自社運用に
加えて、高い目利き力による外部運用も含めた商品を開発・提供しています。

• お客さまの資産形成に貢献するため、「つみたてNISA」の対象商品として
2023年3月末で35ファンドを整備し、幅広くニーズにお応えしています。

• 「つみたてNISA」対象商品は、積立投資を通じて、売買タイミングに依らない、
安定した運用パフォーマンスの提供をめざしています。お客さまの利益に直結
する資産運用コスト（信託報酬）を抑えるため、低コスト商品の拡充にも
継続して取り組んでまいります。

• つみたてNISA対象商品でもある「eMAXIS Slim 米国株式(S&P500)」は、
ネット取引をご利用のお客さまにご支持いただき、おかげさまで、国内公募
株式投信（除くETF）において純資産総額 第1位となりました。

No. ファンド名 運用会社
純資産総額
（億円）

1 eMAXIS Slim 米国株式(S&P500) 三菱UFJ国際 18,757

2
米国成長株投信Dコース毎月決算型
（為替ヘッジなし）予想分配金提示型

アライアンス・
バーンスタイン

17,852

3
ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド

（毎月決算型）
ピクテ・ジャパン 10,110

4
eMAXIS Slim全世界株式

（オール・カントリー）
三菱UFJ国際 9,602

5
グローバルESGハイクオリティ成長株式ファンド

（為替ヘッジなし）
アセットマネジメント

One
8,621

【図2】 「つみたてNISA」対象商品の残高（兆円）

• 「つみたてNISA」対象商品は、手数料が低水準、頻繁に分配金が
支払われないなど、長期・積立・分散投資に適した商品として
法令上の要件を満たし、金融庁にて届出が受理されたファンドです。

ポイント

• 20代、30代を中心に、つみたてNISA制度を活用した
長期投資を目的とした資金の流入がネット取引経由
で拡大し、インデックスファンドの残高が大幅に増加したこと
を受け、当社のつみたてNISA対象商品の残高は足元の
3年間で約9倍に増加しています。

国内公募株式投信（除くETF）純資産総額上位5ファンド（2023年3月末基準）
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https://tsumitate.mukam.jp/kijun/
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【図4】＜ご参考＞「つみたてNISA」対象商品全体の信託報酬率推移

＜ご参考＞「つみたてNISA」対象商品に係る参考指標

• 足元の1年間では、米国の利上げ、ロシアによるウクラ
イナ侵攻等で市場の不透明感が増したことにより、積立
投資のパフォーマンスは全体的に低下傾向にあるもの
の、積立投資の効果でもある時間分散効果によって、
全積立投資期間でプラスリターンを確保しています。

• 積立投資パフォーマンスは、当社「つみたてNISA」対象商品の内、
各計算期間（基準日から過去1・3・5・10年間）の計算開始日
から終了日（基準日）までの運用実績があるファンドを対象に、
毎月一定額積立投資した場合のパフォーマンスを残高加重平均
して算出したものです。

• 残高加重平均の計算は、当社の「つみたてNISA」対象商品の
残高合計に占める各ファンドの残高割合を残高比率として、
各投資期間（1・3・5・10年）に毎月一定額を積立投資した
場合の各ファンドのパフォーマンスに個々の残高比率を掛けて算出
しています。

【図3】「つみたてNISA」対象商品全体の積立投資パフォーマンス
◼ 積立投資パフォーマンスは、過去の実績に基づいた試算結果であり、将来の運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。また、税金等を考慮しておりません。

【図4】「つみたてNISA」対象商品全体の信託報酬率推移
◼ 信託報酬率は、当社の「つみたてNISA」対象商品の各基準日時点での信託報酬率（税抜）を残高加重平均したものです。なお、金融庁が公表している「つみたてNISA」
対象商品の内、金融庁にて届出が受理・公表される以前から運用されているファンドは、それぞれの設定日時点から計算対象に含めています。

◼ 残高加重平均の計算は、当社の「つみたてNISA」対象商品の残高合計に占める各ファンドの残高割合を残高比率として、各ファンドの信託報酬率（税抜）に個々の
残高比率を掛けて算出しています。

ポイント

積立期間 1年 3年 5年 10年

トータル
リターン

1.7% 18.4% 28.9% 53.5%

年換算 1.7% 6.1% 5.8% 5.3%

2023年3月末基準

【図3】 ＜ご参考＞「つみたてNISA」対象商品全体の積立投資パフォーマンス
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取組内容 2. お客さまのニーズをとらえた商品の開発・提供



7

（1）投資信託に係る信託報酬などのコストやリスクは、目論見書や運用報告書等において、お客さまに分かりやすい適切な開示を行っています。

（2）ファンドの運用状況や相場変動時の投資環境などについて、タイムリーな情報提供を実施しています。

（3）お客さまの長期投資に役立つ資産運用のサポートや金融商品の理解に役立つコンテンツの拡充に努め、提供しています。

• 商品開発・運用・情報提供等において、お客さまアンケートや外部評価機関から得られた評価結果をもとに、お客さまの評価向上に繋がる活動を進めています。

• Youtubeチャンネル『三菱UFJ国際投信 ON AIR (投信オンエア)』を通じて、資産運用や積立投資等の魅力といった運用会社独自の情報を
タイムリーに発信する他、投資環境等に関する定期的なレポートの配信などを通じた情報提供に努めています。

• お客さまの商品選定・比較の参考となるよう、販売会社を通じて「重要情報シート」を提供しています。商品毎に、運用方針等の基本的情報や
運用会社として想定している顧客属性を明示し、投資目的に沿った商品選定をサポートできるよう情報提供に努めています。

取組内容 3. お客さま本位の情報提供およびコンサルティングの実践 【原則4・5・6】

取組状況

【図5】 運用会社からの情報提供の質・満足度に関する評価

• お客さまが保有するファンドの運用会社からの情報提供の質・満足度に
ついて、第三者である外部調査機関に依頼し、アンケート調査を実施
しております。

• 「信頼感、納得感、安心感、迅速性」の4つの評価基準における、
好意的評価の比率を集計しています（2023年3月調査）

※追加型株式投信（除くETF）残高上位9社のファンドを保有する受益者（2,511名）を対象に、調査会社

株式会社マクロミル）に委託しインターネット調査を行っています。

※ 全国20～79歳の男女、対象運用会社の投信を3年以内に購入した投資家を対象に調査しています。

※ 「提供された情報から得られた運用会社の印象・イメージ」について、全4項目（①信頼感：きちんと情報

開示されているので信頼できる、②納得感：自分が保有している商品の情報がわかりやすく提供されるので

納得感がある、③安心感：必要な情報が提供されているので安心できる、④迅速性：タイムリー、丁寧な

情報提供がされる）のアンケートを実施することで、情報提供の質・満足度、商品充実度を調査しています。

95%
93% 93%

85%

60%

70%

80%

90%

100%

信頼感 納得感 安心感 迅速性

他社平均 当社

情報提供に関する満足度評価（2023年3月調査）

取組内容 3. お客さま本位の情報提供およびコンサルティングの実践

https://www.youtube.com/channel/UC-082v9qNgRuPfsS-gV2foA/featured
https://www.am.mufg.jp/market/report/index.html
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• NPS（Net Promoter Score）とは、下記の簡単な質問から
顧客ロイヤリティを図る調査方法です。

【図6】 NPS～顧客推奨度の評価～

• 当社商品に関するNPS結果は、相対的に高い評価を
得ており、他社平均とのNPSの差は一定の水準を維持
しています。

• 今後も当社の投資信託にご満足いただけるよう、
パフォーマンスや情報提供の向上に努めてまいります。

0～10点で表すとして、○○を友人や同僚に
薦める可能性は どのくらいありますか？

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1

中立者

0

推奨者の割合（%) 批判者の割合（%)ー ＝ NPS

例①：〔推奨者の割合：25％〕－〔批判者の割合：15％〕＝ NPS：+10

例②：〔推奨者の割合：15％〕－〔批判者の割合：20％〕＝ NPS：－5

15
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ポイント

商品に関する満足度評価～当社と運用会社他社平均のNPSの差～

＜ご参考＞NPS とは

• この質問において、10-9点と評価した割合（推奨者）から6-0点と
評価した割合（批判者）を引いた値がNPSとなります。

• 本調査では当社を含む運用会社各社の投資信託をお持ちのお客さまに
対して、「〇〇（運用会社名）の商品について、あなたは友人や知人に
どの程度薦めますか。ぜひ薦めたい10点、全く薦めたくない0点として、
11段階から選択してください。」と質問し、各社のNPSを調査しました。

批判者推奨者

NPSの測定手法 イメージ

ぜひ薦めたい 全く薦めたくない

※追加型株式投信（除くETF）残高上位9社のファンドを保有する受益者（2,511名）を対象に、
調査会社株式会社マクロミルに委託しインターネット調査を行っています。

※全国20～79歳の男女、対象運用会社の投信を3年以内に購入した投資家を対象に調査しています。
※当社を除く公募株式投信（除くETF）の残高上位8社（2023年1月末基準）の平均値を「他社
平均」として記載しています。

※ NPS®は、ベイン・アンド・カンパニー、フレッド・ライクヘルド、NICE Systems, Inc.の登録商標又はサービス
マークです。

取組内容 3. お客さま本位の情報提供およびコンサルティングの実践
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（1）自社の運用ノウハウを駆使するとともに、国内外の幅広い運用機関ネットワークを活用した商品の開発により、商品ラインアップの拡充・整備に努めています。

ファンド eMAXIS S&P500クオリティ高配当インデックス

特徴

• Ｓ＆Ｐ５００クオリティ高配当指数（配当込み、円換算
ベース）の値動きに連動する投資成果をめざします

• Ｓ＆Ｐ５００クオリティ高配当指数は、S&P500指数の
構成銘柄のうち、クオリティ・スコア（質の高い収益を生み
出している財務内容の良い企業）と配当利回りの基準か
ら、それぞれ上位200位以内にランク付けされる銘柄を抽
出し、原則として両方の基準を満たす銘柄を均等に組み
入れます。

• 銘柄の業種ウェイトは、生活必需品、エネルギー、資本財・
サービスといったディフェンシブな
業種が上位に位置し、
株式下落相場において
下値抵抗力が期待できます。

【原則6】

• 商品開発・運用・情報提供等において、お客さまアンケートから得られた評価や外部評価機関による評価結果をもとに、お客さまの評価向上に繋がる
活動を進めています。引き続きご期待に応えられるよう、投資成果向上に向けた運用の高度化や、商品・サービス・情報提供のさらなる更なる向上を
めざしてまいります。

取組状況

2022年度に設定した新ファンド例
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25
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125

設定 償還 設定 償還 設定 償還

2020年度 2021年度 2022年度

公募 私募

＜ご参考＞2020～2022年度における新規設定・償還ファンド数

• お客さまのニーズに沿った商品を提供するとともに、様々な投資機会の
提供を目指すべく、新商品の開発・設定を行っています。

• 一方で、設定していた信託期間を満了し、お客さまへの提供における
役割を一定程度果たしたファンドについては満期償還を実施しています。
また、お約束していた提供価値の維持が残高の減少など、約款に定めて
いた償還条項に該当したものについては、個々のファンド毎に協議の上で
繰り上げ償還対応を行う等、ファンド数の削減に継続的に努めています。

【図7】 新規設定・償還ファンド本数（2020～2022年度）

※親投信（マザーファンド）および外国籍投信を除く

2023年
1月設定

（本）

取組内容 4.多様なニーズにお応えする商品ラインアップの整備 【原則6】

取組内容 4. 多様なニーズにお応えする商品ラインアップの整備

https://emaxis.jp/fund/254479.html
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• スチュワードシップ活動の一環として、投資先企業との対話(エンゲージメント)に継続的に努めており、
スチュワードシップ活動報告（年次）および議決権の行使結果（四半期）をホームページにて
公表しています。

• また、スチュワードシップ諮問会議による社外第三者の目を通じた検証も踏まえ、引き続き、
投資家の利益最大化を目的としたスチュワードシップ活動の高度化を図ってまいります。

✓ スチュワードシップ諮問会議は、お客さまから委託された資産の運用における議決権行使や
投資先企業との「目的を持った対話」および投資行動が、投資家の利益最大化を確保する
ために十分かつ適切であることを検証します。

✓ 独立性・中立性を確保するため、取締役会が指名する3名で構成し、構成員の過半を
社外第三者とします。

✓ 本諮問会議による検証結果は取締役会へ報告するとともに、本諮問会議が改善を必要と
判断した場合、取締役会に対して勧告を行うこととしています。

スチュワードシップ活動の牽制機能の強化

（1）運用のプロフェッショナルとして、徹底した調査・分析と適切な運用判断により付加価値を創造し、最良の投資成果をお客さまに提供していくことをめざします。

（2）スチュワードシップ活動を通じてスチュワードシップ責任を果たすとともに、株主利益と持続的な企業価値の向上に努め、お客さまの利益最大化をめざします。

（3）運用人材の育成・強化を通じて強固な運用体制を構築しています。
また、海外の運用機関等も活用した運用ノウハウを蓄積し、運用力の向上に努めています。

（4）受託者責任の観点から、運用を委託された資産の最良執行に努めています。

（5）運用会社としての独立性確保に資する態勢を構築しています。また、利益相反管理方針に基づき、グループ内の利益相反管理の徹底に努めるとともに、
社内外取締役の意見も踏まえ、ガバナンス態勢の強化に努めます。

取組内容 5. お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化 【原則3・6】

「利益相反管理方針」
• 当社は、利益相反管理方針を定め、役職員一同がこれを遵守することによって、お客さまの利益を不当に害することがないよう、
また、MUFGフィデューシャリー・デューティー基本方針に基づき、お客さま本位の業務運営を実現することができるよう、万全を尽くしてまいります。

取組状況

スチュワードシップ委員会

報告

スチュワードシップ諮問会議

取締役会

報告 モニタリング

目的を持った対話議決権行使

議決権行使会議

ファンドマネージャー、アナリスト、議決権行使担当者

取組内容 5. お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化

https://www.am.mufg.jp/corp/operation/organization.html
https://www.am.mufg.jp/corp/operation/stewardshipcode.html
https://www.am.mufg.jp/assets/pdf/riekisouhan.pdf
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ポイント

• レーティング4以上のファンド本数および全体に占める本数比率は、共に増加傾向にあります。
平均的なパフォーマンスを上回る付加価値のある運用をご提供するべく、引き続き運用の高度化に努めてまいります。

• 残高加重レーティングは、お客さまのご支持（≒資産運用残高）が反映された評価と考えています。
また、長期資産形成に資する運用を提供する観点から、運用期間10年以上のファンドに絞った値も算出しています。
評価の平均値であるレーティング3以上を恒常的に獲得し、安定的かつ高度な運用をご提供できるよう取り組んでまいります。

• お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化を通じ、お客さまへの最良の投資成果の提供をめざし日々運用に取り組んでいますが、運用力の
結果を表す指標として、株式会社野村総合研究所が公表している「Fundmark投信評価レポート」において、当社の投資信託に付与されている
Fundmarkレーティング（以下「レーティング」）による評価を使用します。

• 所定要件に該当するファンドを特性の近しい分類の中で比較し、5段階で評価（レーティング）されますが、レーティング4以上であれば同分類の中で
上位33%に入っていることを意味しています。

• KPIでは、評価対象ファンドの内、上位33%（レーティング4以上）の評価を受けているファンドの本数および評価対象全体に占めるその本数割合。
そして、各ファンドの残高を基に加重平均したレーティングを、当社の全評価対象ファンドおよび運用年数10年以上のファンドをお示しします。

【図8】 レーティング4 以上のファンド本数／占有率

※ Fundmarkレーティングについては、巻末ディスクレーマー参照
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【図9】 残高加重レーティング （全体＋運用年数10年以上）
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取組内容 5. お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化
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【図10】 ファンドアワード受賞本数（本） ＜ご参考＞ 「優良日本株ファンド（愛称：ちから株）」

• 2022年度は「投信ブロガーが選ぶ!Fund of the Year」で、
eMAXIS Slim 全世界株式（オール・カントリー）が4年
連続で第1位を獲得。

• 「R&Iファンド大賞」で、モルガン・スタンレー グローバル・
プレミアム株式オープン（為替ヘッジなし）が7年連続で
受賞するなど、その運用力・商品力を高く評価いただいています。

• 当社が提供する商品の運用力を示す一つの指標として、
定量・定性評価で優れたファンドに送られる各種ファンドアワードの受賞本数の
合計をお示ししています。

• ファンドアワードは、下記3種のアワードを対象に集計し、その受賞合計本数です。
「R&Iファンド大賞」 、
「リフィニティブ・リッパー・ファンド・アワード」 、
「投信ブロガーが選ぶ！Fund of the Year」

• 良好な運用成果を上げ、定量面で評価されたファンドの他、有識者や
個人投資家による投票で定性面が評価されたファンドなど、アクティブファンド、
インデックスファンドを問わず、多くのファンドで評価をいただいています。

• 「優良日本株ファンド（愛称：ちから株）」は、
過去3年間の良好なパフォーマンスが評価され、
“R&Iファンド大賞 2023” の「国内株式コア」部門において
最優秀ファンド賞を受賞いたしました。

• 当ファンド（2009年3月設定）は、国内の株式を
実質的な主要投資対象とし、競争力のある優良企業の
株式の中から、割安と判断される銘柄に投資することにより、
値上がり益の獲得をめざします。銘柄選定にあたっては、
株価の割安度等に着目して30～50銘柄程度に投資を
行います。

• 当ファンドにおいては

①健全なバランスシートを持つ企業

②高い業界シェアを持つ企業

③株主への積極的な姿勢を持つ企業

などを「競争力のある優良企業」と定義し、銘柄選択の際に
重視しています。

• 企業の利益成長による株価上昇に加えて、本来の実力
（企業価値）と比較して過少評価されている割安な
企業が再評価されることによる株価上昇も狙いにいくのが
当ファンドの特徴です。

ポイント
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取組内容 5. お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化

https://emaxis.jp/fund/253425.html
https://www.am.mufg.jp/fund/148092.html
https://www.am.mufg.jp/fund/250766.html
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• インデックスファンドはベンチマークとなる指数に連動する投資成果をめざして運用を行います。運用にあたっては、ベンチマークとの乖離を表す
「トラッキングエラー」をいかに抑えるか、また、運用コストをいかに小さくするか等、様々な取り組みを行い、ベンチマークとの連動性を高めています。

• 目論見書や運用報告書に「総経費率」として開示されるコストのほか、総経費率として開示されないコストの削減にも取り組み、パフォーマンス
向上に努めています。

実質的な
信託報酬

総経費率

➢ 事前に確定しているコスト（目論見書等に掲載）

• ネット取引をご利用のお客さまを対象とした「eMAXIS Slim」シリーズにおいて、当社（委託会社）は目論見書や
運用報告書を印刷せず、PDF開示とすることで印刷コストを削減するほか、指数ベンダーに対してライセンスフィーの
引き下げ交渉を行うなど、信託報酬に含まれるコストの削減を図り、低水準の信託報酬率の実現に努めています。

➢ 事後に費用として認識されるコスト（運用報告書等に記載）

＊上記はイメージ図であり、全てのファンドに当てはまるものではありません。また、上記は、最終的にすべてトータルリターンに反映されます。

ファンドのリターンおよび運用コストのイメージ図 運用コスト削減の取り組み

ベンチマークの
リターン

運用コストおよび
ファンドのリターン

ベンチマーク
との
連動性

ファンドの
リターン

その他費用
（保管費用、
監査費用等）

取引コスト
（有価証券取引税、
売買コスト等）

➢ 事後に費用として認識されるコスト（運用報告書等に記載）

保管費用 有価証券の売買には都度保管費用がかかったり、一部の国では高い取引税が課されます。
その対応策として、売買銘柄数を抑えながらベンチマークとの連動を目指す手法を活用したり、
先物を利用し証券売買の頻度を抑えるなど、左記のコストの削減に努めています。

有価証券
取引税

売買コスト
複数の証券会社の中から一番を安い手数料を提示した証券会社から売買の取引を行う
「複数社引き合い」を行う等、裁量執行に努めています。

✓ コスト削減以外の収益獲得に関する取り組み～レンディングの活用～
ファンドで保有している株式等を証券会社に貸し付けることで品貸料を受け取り、ファンドの収益として
計上する「レンディング」を国内株式を対象に行っています。また、米国株式においても準備を進めています。
運用コストを抑えレンディングからの収益を得ることで、ファンドのリターンを上げ、トラッキングエラーを小さくする
取り組みを行っています。

インデックスファンドにおけるパフォーマンス向上に向けた取組状況

取組内容 5. お客さまの投資成果向上に向けた運用の高度化
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（1）スマートフォン等を活用して、お客様がいつでも、どこでも投資運用サービスを受けられる世界を実現できるよう、直販サービスサイトの改善、
手続きの簡素化、対応の迅速化による利便性向上に取り組んでまいります。

（2）直販サービスのセキュリティを向上させ、お客さまが安心してお取引いただける態勢を整備しています。

（1）インターネット直販サービスを通じた商品提供から直接得られるお客さまの声を、商品に係るサービス向上に活かすとともに、
グループ内外の販売会社との協働などによって、お客さまの多様なニーズにお応えします。

取組内容 7. グループ総合力を活用した金融サービスの提供 【原則6】

• インタ－ネットを通じた投資信託の直接販売サービス「三菱ＵＦＪ国際投信ダイレクト 愛称：mattoco（マットコ）」（2019年3月提供開始）では、
安定的な資産形成のお役に立つ投資信託のご提案を通じ、お客さまの未来の選択肢を広げるお手伝いをしております。

• 2023年3月末時点で、「mattoco」では34本の商品を提供しており、 mattocoでしか購入いただけないオリジナルファンドとして「これぞ、日本株」、
「百戦練磨の名人ファンド」をご提供しております。その他、目的実現のためにお客さまが投資のプランを考える際の参考情報として、入力した前提に基づいた
シミュレーションをご提示する支援ツール「mattocoチョイス」や、ファンドにまつわるトピックや運用会社を身近に感じていただける情報をお届けする
「知る・学ぶ」など投資がより身近なものになっていただけるようコンテンツを提供しております。

• 「mattoco」のお客さまの声を、新たな商品やサービス拡充に活かし、銀行や証券会社等を通じた投資信託の販売につなげ、日本の資産運用の発展に
貢献してまいります。

取組状況

取組内容 8.快適かつ安心・安全にお取引いただける態勢の整備 【原則6】

取組内容 7. グループ総合力を活用した金融サービスの提供
取組内容 8. 快適かつ安心・安全にお取引いただける態勢の整備

https://direct.mattoco.jp/fund/fund_detail.html?code=8712180109
https://direct.mattoco.jp/fund/fund_detail.html?code=8712180127
https://direct.mattoco.jp/choice/index.html
https://direct.mattoco.jp/compass/index.html
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投資信託の比較可能な共通ＫＰI

【図11】 共通KPI①：投資信託運用損益別顧客比率 当社直販サービス「mattoco」
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• 2023年3月末時点において、運用益が出ている
お客さまの比率は79%でした。

• mattocoでは、積立投資をご利用されている
お客さまも多く、短期的なマーケットの変動に
大きく影響されていないことが、要因の一つと
考えられます。

• 金融庁が2018年6月に公表した「投資信託の販売会社における
比較可能な共通KPI」として毎年3月末時点の指標を、2022年より
公表致します。

• 当社の直販サービス「mattoco」で投資信託をご購入いただいた
お客さまの2020年度以降の運用損益状況をお示ししております。

ポイント

• 2018年6月に金融から公表された「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI」（以下、共通KPI）を踏まえ、当社が提供する
直販サービス「mattoco」の実績を公表致します。

• お示ししている共通KPIの定義・算出方法の詳細は、金融庁ホームページにてご確認ください。（以下、金融庁への外部リンクとなります）

✓ 金融庁による投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIについての発表

✓ 投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIの定義

• 当社直販サービス「mattoco」における、過去3年（2021年／2022年／2023年3月末時点）の運用損益をお示ししております。

https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20180629-3/20180629-3.html
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20180629-3/02.pdf
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【図12】 共通KPI②：投資信託預かり残高上位銘柄のコスト／リスク・リターン（2021年3月）

銘柄名 コスト リスク リターン

1 eMAXIS 最適化バランス（マイフォワード） 0.55% 12.60% 8.08%

2 eMAXIS 最適化バランス（マイミッドフィルダー） 0.55% 9.37% 6.16%

3 eMAXIS 最適化バランス（マイストライカー） 0.55% 14.86% 10.30%

4 eMAXIS 最適化バランス（マイディフェンダー） 0.55% 6.76% 4.52%

5 eMAXIS 最適化バランス（マイゴールキーパー） 0.55% 4.07% 2.66%

残高加重平均（◆） 0.55% 11.18% 7.41%

• 2021年~2023年それぞれの3月末時点で、当社直販サービス
「mattoco」で取り扱う投資信託の内、設定期間5年を越える
ファンドで、投資信託の預かり残高上位20銘柄のコスト、リスク、
リターンをお示ししています。

• 各基準日時点で、設定期間5年以上の条件に該当するファンドは、
2021年3月末基準：5本
2022年3月末基準：9本
2023年3月末基準：13本

• 当社直販サービス「mattoco」における、2021年3月末時点での投資信託の残高上位5銘柄のコスト、リスクに対するリターンをお示ししております。
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【図13】 共通KPI②：投資信託預かり残高上位銘柄のコスト／リスク・リターン（2022年3月）

銘柄名 コスト リスク リターン

1 eMAXIS Slim 先進国株式インデックス 0.10% 17.02% 15.38%

2 eMAXIS Slim 先進国債券インデックス 0.15% 4.34% 3.48%

3 eMAXIS Slim 国内株式（ＴＯＰＩＸ） 0.15% 14.68% 7.46%

4 eMAXIS Slim 国内債券インデックス 0.13% 1.69% -0.00%

5 eMAXIS 最適化バランス（マイフォワード） 0.55% 12.57% 8.55%

6 eMAXIS 最適化バランス（マイミッドフィルダー） 0.55% 9.32% 6.58%

7 eMAXIS最適化バランス（マイストライカー） 0.55% 14.61% 9.51%

8 eMAXIS 最適化バランス（マイディフェンダー） 0.55% 6.69% 5.08%

9 eMAXIS 最適化バランス（マイゴールキーパー） 0.55% 3.93% 3.29%

残高加重平均（◆） 0.13% 15.20% 13.17%

• 当社直販サービス「mattoco」における、2022年3月末時点での投資信託の残高上位9銘柄のコスト、リスクに対するリターンをお示ししております。

◆：残高加重平均
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銘柄名 コスト リスク リターン

1 eMAXIS Slim 先進国株式インデックス 0.10% 18.07% 14.68%

2 eMAXIS Slim 全世界株式（除く日本） 0.11% 17.58% 13.44%

3 eMAXIS Slim バランス（８資産均等型） 0.15% 10.90% 5.61%

4 eMAXIS Slim 国内株式（日経平均） 0.15% 17.10% 9.21%

5 eMAXIS Slim 新興国株式インデックス 0.19% 19.68% 5.37%

6 eMAXIS Slim 国内株式（ＴＯＰＩＸ） 0.15% 14.57% 8.39%

7 eMAXIS Slim 先進国債券インデックス 0.15% 5.16% 2.54%

8 eMAXIS Slim 国内債券インデックス 0.13% 2.19% -1.06%

9 eMAXIS 最適化バランス（マイストライカー） 0.55% 14.92% 9.01%

10 eMAXIS 最適化バランス（マイフォワード） 0.55% 13.37% 7.56%

11 eMAXIS 最適化バランス（マイミッドフィルダー） 0.55% 10.00% 5.62%

12 eMAXIS 最適化バランス（マイディフェンダー） 0.55% 7.33% 4.18%

13 eMAXIS 最適化バランス（マイゴールキーパー） 0.55% 4.59% 2.34%

残高加重平均（◆） 0.14% 16.17% 11.15%

• 当社直販サービス「mattoco」における、2023年3月末時点での投資信託の残高上位13銘柄のコスト、リスクに対するリターンをお示ししております。
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【図14】 共通KPI②：投資信託預かり残高上位銘柄のコスト／リスク・リターン（2023年3月）

◆：残高加重平均
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取組内容 9. プロフェッショナリズムの発揮

（1）一人ひとりがプロフェッショナルとして、研修等を通じた知識・スキルの向上により、お客さまからの更なる信頼の獲得をめざします。

取組内容 9. プロフェッショナリズムの発揮

【図15】 証券アナリスト資格保有者数および運用担当者における証券アナリスト資格取得率

• 証券アナリスト等、資産運用業務に関連する資格取得を通じた専門性の維持に努めております。

• 社員の専門性向上に向け、証券アナリストを含む資格取得支援制度や、海外関連会社への出向およびトレーニーとしての派遣を通じた
運用関連スキルの育成を促しています。

取組状況

・運用人材育成に向け、日本証券アナリスト
資格の他、米国の証券アナリスト資格など
国内外の資格取得支援制度などを設け、
資格取得を奨励しています。

• 「証券アナリスト」は、日本証券アナリスト協会によって運営されている
資格制度で、社会が求めるニーズに応えられる金融・投資のプロフェッ
ショナルたりうる人材として認められた証となるものです。

【原則2・7】
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【図6】ファンドアワード受賞本数

◼ ファンドアワード受賞本数は、以下のアワード受賞本数を合計したものです。

・「R&Iファンド大賞」格付投資情報センター(R&I)、

・「リフィニティブ・リッパー・ファンド・アワード」 リフィニティブ・ジャパン、

・「投信ブロガーが選ぶ！Fund of the Year」 投信ブロガーによる運営委員会

◼ 「R&Iファンド大賞」は、R&Iが信頼し得ると判断した過去のデータに基づく参考情報（ただし、その

正確性及び完全性につきR&Iが保証するものではありません）の提供を目的としており、特定商

品の購入、売却、保有を推奨、又は将来のパフォーマンスを保証するものではありません。当大賞

は、信用格付業ではなく、金融商品取引業等に関する内閣府令第299条第1項第28号に規定

されるその他業務（信用格付業以外の業務であり、かつ、関連業務以外の業務）です。当該業

務に関しては、信用格付行為に不当な影響を及ぼさないための措置が法令上要請されています。

当大賞に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利はR&Iに帰属しており、無断複製・転

載等を禁じます。

◼ 「リフィニティブ・リッパー・ファンド・アワード」は毎年、多くのファンドのリスク調整後リターンを比較

し、評価期間中のパフォーマンスが一貫して優れているファンドと運用会社を表彰いたします。

選定に際しては、「Lipper Leader Rating （リッパー・リーダー・レーティング）システム」の中

の「コンシスタント・リターン（収益一貫性）」を用い、評価期間3年、5年、10年でリスク調整

後のパフォーマンスを測定いたします。評価対象となる分類ごとに、コンシスタント・リターンが最

も高いファンドにリフィニティブ・リッパー・ファンド・アワードが贈られます。詳しい情報は、

lipperfundawards.comをご覧ください。Refinitiv Lipperは、本資料に含まれるデータの正

確性・信頼性を確保するよう合理的な努力をしていますが、それらの正確性については保証し

ません。

＜本資料の図表データに係るディスクレーマー＞

【図8】レーティング4ツ星以上のファンド数推移／占有率

【図9】 Fundmarkレーティング残高加重値（全体＋運用年数10年以上）

◼ NRIは、国内で販売されている追加型投資信託※の運用実績を用いて、商品ごとにパフォーマン

スの比較・評価を行っています。運用方針や運用実態に沿って投資信託の分類（Fundmark分

類：約300分類）を行い、同一分類内において、投資信託のパフォーマンス（リスク調整後リター

ン）を相対的に評価し、5段階の評価（Fundmarkレーティング）を発表しています。

◼ 追加型投資信託の内、評価対象となるものは、アクティブファンド、トラックレコードが3年以上のファ

ンド、過去3年の平均運用残高が10億円以上、かつ評価最終月の運用残高が10億円以上のも

のに限る（ひとたび評価対象となった場合には、評価期間中の平均運用残高が10億円以上、か

つ評価最終月末の運用残高が8億円以上であれば対象を継続）。また、上記の条件を満たす

投資信託が10本以上存在するカテゴリ（小分類を為替分類で細分化した分類）に属するもの

に限る。

◼ Fundmarkレーティングはあくまで過去のデータを分析したものであり、将来のパフォーマンスを保証

するものではありません。Fundmarkレーティングは、投資判断・資産運用の参考となる情報の提

供を目的としたものであり、投資勧誘等を目的としたものではありません。Fundmarkレーティングの

いかなる部分も、その著作権、知的財産権その他一切の権利は、株式会社野村総合研究所又

はその許諾者に帰属しており、いかなる目的であれ、電子的、機械的、光学的、その他のいかなる

手段によっても、株式会社野村総合研究所の書面による同意なしに、無断で複製、引用、転載

又は転送等を行うことを禁止いたします。株式会社野村総合研究所は、Fundmarkレーティング

の正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性等につき、いかなる保証も行いません。また、

Fundmarkレーティングの利用に起因する利用者およびその他第三者のいかなる損害についても、

株式会社野村総合研究所は一切の責任を負いません。

公表日：2023年6月29日


